
 

１ 令和6年度一般会計決算の状況 （単位：百万円，％）  

113,895 113,104 791 0.7

収 入 率 98.6 98.8 ― ▲ 0.2

109,405 107,844 1,561 1.4

執 行 率 94.7 94.2 ― 0.5

4,490 5,260 ▲ 770 ▲ 14.6

504 913 ▲ 409 ▲ 44.8

3,986 4,347 ▲ 361 ▲ 8.3

▲ 361 ▲ 303 ▲ 59 ―

▲ 91 ▲ 1,106 1,016 ―

増減率

歳 入 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

6年度 5年度区　　　分

歳 出 決 算 額

実 質 単 年 度 収 支

増減額

繰 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

（参考）全会計決算の状況（単位：百万円） 

国民健康保険 用地 介護 後期高齢 合計

113,895 21,025 275 18,272 6,433 46,004 区分 収益的収支 資本的収支

109,405 20,957 275 17,868 6,399 45,499 収入 4,651 1,845

4,490 67 0 404 34 505 支出 4,476 2,261

504 0 0 0 0 0 ※収益的収支及び資本的収支は消費税込の

3,986 67 0 404 34 505 　金額です。

※表示単位未満四捨五入をしています。総額が百万円以下の場合は，小数点を表示しています。

公営企業会計

下水道
一般会計

繰越すべき財源

実  質  収  支

歳 出 決 算 額

歳 入 決 算 額

歳入歳出差引額

区　　　分
特別会計

２ 一般会計決算の推移（単位：百万円，％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）収入率：最終予算額に対する収入額の割合。 

（参考）執行率：最終予算額に対する支出額の割合。 

（参考）実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩し額 
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一般会計決算の推移

歳 入 歳 出 実質収支（右軸）

百万円

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

92,644 91,116 92,689 96,577 97,771 126,483 109,457 109,587 113,104 113,895

増 減 率 5.0 ▲ 1.6 1.7 4.2 1.2 29.4 ▲ 13.5 0.1 3.2 0.7

100.8 99.1 100.2 100.1 99.2 100.6 101.1 99.2 98.8 98.6

86,839 87,158 88,211 91,971 94,293 120,667 102,184 103,629 107,844 109,405

増 減 率 5.5 0.4 1.2 4.3 2.5 28.0 ▲ 15.3 1.4 4.1 1.4

94.5 94.8 95.3 95.4 95.7 95.9 94.4 93.8 94.2 94.7

5,804 3,958 4,477 4,606 3,478 5,815 7,273 5,958 5,260 4,490

383 486 496 781 466 470 551 1,308 913 504

5,421 3,473 3,981 3,825 3,012 5,345 6,723 4,650 4,347 3,986

▲ 190 ▲ 1,949 508 ▲ 156 ▲ 813 2,333 1,377 ▲ 2,073 ▲ 303 ▲ 361

700 ▲ 2,101 1,076 ▲ 2,256 526 2,570 2,278 ▲ 2,120 ▲ 1,106 ▲ 91実質単年度収支

実 質 収 支

単 年 度 収 支

区　分

歳 入

歳 出

歳 入 歳 出 差 引

繰 越 財 源

（参考）収入率

（参考）執行率
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■令和６年度決算における市税収入 

歳入の根幹である市税収入は，総額507億4000万円余で，前年度と比較して， 

6億円余の増となりました。その主な要因は，個人市民税では定額減税による減があった

ものの，法人市民税や固定資産税などが増となったことによるものです。 

市税の収納率については，徴収強化の取組に努め，過去最高の収納率となる99.2％と

なりました。 

（令和5年度99.0％，令和4年度98.9％，令和３年度98.9％，令和2年度98.7％） 

１ 所得課税分（市民税） 

個人分は，定額減税により，4億4000万円余の減収 

（定額減税による減収影響10億9000万円余を除くと，6億5000万円余の増収） 

法人分は，法人の好調な業績により，5億2000万円余の増収 

２ 資産課税分（固定資産税，都市計画税） 

固定資産税は，土地の評価替えなどにより，総体で4億2000万円余の増収 

国有資産等の交付金は，評価額変更により，2000万円余の増収 

都市計画税は，固定資産税と同様の要因により，9000万円余の増収 

 

ア 市税の状況（単位：百万円，％） 

6年度 5年度 増減額 増減率 増　減　内　容

50,741 50,132 610 1.2

27,719 27,636 83 0.3

個 人 21,956 22,401 ▲ 446 ▲ 2.0 定額減税による減

法 人 5,763 5,235 528 10.1 法人の好調な業績による増

18,068 17,609 459 2.6

固 定 資 産 17,165 16,735 430 2.6 土地337，家屋60，償却32

国 有 資 産 等 903 874 29 3.3

3,493 3,398 95 2.8 土地88，家屋7

158 152 6 4.0

1,303 1,336 ▲ 33 ▲ 2.5市 た ば こ 税

区　　分

市 税 総 額

市 民 税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

 

 
イ 市税収入の推移（単位：百万円，％） 

決算額 46,203 44,735 45,748 44,352 48,606 47,291 46,881 48,333 50,132 50,741
増減率 ▲ 0.8 ▲ 3.2 2.3 ▲ 3.1 9.6 ▲ 2.7 ▲ 0.9 3.1 3.7 1.2
増減額 ▲ 364 ▲ 1,469 1,013 ▲ 1,395 4,254 ▲ 1,315 ▲ 410 1,452 1,799 610  
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■市税及び譲与税・交付金の推移

1 市税収入の推移（決算）　（単位：百万円，％）

区　分 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

市税 46,203 44,735 45,748 44,352 48,606 47,291 46,881 48,333 50,132 50,741 Ａ

増減額 ▲ 364 ▲ 1,469 1,013 ▲ 1,395 4,254 ▲ 1,315 ▲ 410 1,452 1,799 610

増減率％ ▲ 0.8 ▲ 3.2 2.3 ▲ 3.1 9.6 ▲ 2.7 ▲ 0.9 3.1 3.7 1.2

2 譲与税・交付金の推移（決算）（単位：百万円，％）

区　　分 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

譲与税・交付金 6,723 5,741 6,192 5,391 5,606 6,503 7,859 8,102 8,422 10,536 Ｂ

増減額 2,126 ▲ 982 451 ▲ 801 215 897 1,356 243 319 2,115

増減率 ％ 46.3 ▲ 14.6 7.9 ▲ 12.9 4.0 16.0 20.9 3.1 3.9 25.1

地方譲与税 322 329 329 333 340 345 352 358 361 362

各種交付金 6,401 5,412 5,863 5,058 5,266 6,158 7,507 7,744 8,061 10,175

3 市税，譲与税・交付金の合計（決算）（Ａ＋Ｂ）　（単位：百万円，％）

区　分 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

合計 52,926 50,476 51,940 49,743 54,212 53,794 54,740 56,435 58,553 61,278

増減額 1,762 ▲ 2,450 1,464 ▲ 2,196 4,469 ▲ 418 946 1,695 2,118 2,725

増減率％ 3.4 ▲ 4.6 2.9 ▲ 4.2 9.0 ▲ 0.8 1.8 3.1 3.8 4.7

市税の予算対比 最終 （単位：百万円，％） （参考）当初

Ｒ6決算 Ｒ6予算 増減額 増減率 R6予算

50,741 50,224 518 1.0 48,824

27,719 27,213 506 1.9 25,813

21,956 21,568 388 1.8 21,568

5,763 5,645 118 2.1 4,245

18,068 18,060 8 0.0 18,060

3,493 3,504 ▲ 11 ▲ 0.3 3,504

158 151 7 4.7 151

1,303 1,296 8 0.6 1,296

決算前年対比 Ｒ6最終予算対比 Ｒ6当初

R6決算 R5決算 増減額 R6決算 R6予算 増減額 予算額

10,536 8,422 2,115 10,536 10,157 379 9,644

362 361 1 362 367 ▲ 5 367

82 83 ▲ 1 82 90 ▲ 8 90

251 251 ▲ 0.4 251 250 1 250

2 1 0.8 2 1 0.6 1

27 26 2 27 26 1 26

126 92 35 126 140 ▲ 14 80

651 487 164 651 620 31 500

951 523 428 951 750 201 520

931 881 50 931 900 31 850

5,935 5,657 278 5,935 5,800 135 5,800

12 12 ▲ 0.03 12 7 5 7

134 102 32 134 130 4 77

1,356 241 1,115 1,356 1,369 ▲ 13 1,369

59 46 12.9 59 50 9 50

21 21 0 21 24 ▲ 3 24交通安全対策特別交付金

航空機燃料譲与税

森林環境譲与税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

譲 与 税 ・ 交 付 金 合 計

地 方 譲 与 税

環 境 性 能 割 交 付 金

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

区　　分

市 税 総 額

市 民 税

固 定 資 産 税

個 人

法 人

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

株式等譲渡所得割交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金
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決算内容（一般会計）  
１ 歳入決算の状況（単位：百万円，％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 歳出決算（目的別）の状況（単位：百万円，％） 

 

 

決算額 構成比 決算額 構成比

合  計 113,895 100.0 113,104 100.0 791 0.7
5 市 税 50,741 44.6 50,132 44.3 610 1.2 法人528，固定資産459，個人▲446

10 地 方 譲 与 税 362 0.3 361 0.3 1 0.3
15 利子割交付金 126 0.1 92 0.1 35 38.1
16 配当割交付金 651 0.6 487 0.4 164 33.8

17
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

951 0.8 523 0.5 428 81.9 株式譲渡所得の増

18
法 人 事 業 税
交 付 金 931 0.8 881 0.8 50 5.7

19
地 方 消 費 税
交 付 金 5,935 5.2 5,657 5.0 278 4.9

20
ゴ ル フ 場
利 用 税 交 付 金

12 0.0 12 0.0 ▲ 0.03 ▲ 0.2

31
環 境 性 能 割
交 付 金

134 0.1 102 0.1 32 30.9

33
地 方 特 例
交 付 金

1,356 1.2 241 0.2 1,115 463.2 定額減税減収補填分1133

35 地 方 交 付 税 59 0.1 46 0.0 12.9 28.0

40
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 21 0.0 21 0.0 0.03 0.1

45
分 担 金 及 び
負 担 金

1,773 1.6 1,742 1.5 31 1.8
障害者支援施設等負担金71，市立特別養護老人ホーム運営
費負担金46，私立保育所運営費負担金▲99

50
使 用 料 及 び
手 数 料

2,373 2.1 2,325 2.1 48 2.1
地域密着型サービス給付費収入36，学童クラブ育成料
15，介護給付費収入▲14

55 国 庫 支 出 金 20,338 17.9 21,239 18.8 ▲ 902 ▲ 4.2

新型コロナ感染症対応地方創生臨時交付金▲1426，新型
コロナワクチン接種体制確保補助金▲562，新型コロナワ
クチン接種対策費負担金▲337，社会資本整備総合交付金
（街路）▲281，物価高騰対応地方創生臨時交付金372，
私立保育所運営費負担金515，児童手当負担金573

60 都 支 出 金 15,687 13.8 14,727 13.0 960 6.5

学校給食費負担軽減補助金428，都道整備委託金243，多
子世帯軽減事業補助金170，市町村総合交付金170，私立
保育所運営費負担金151，障害者自立支援給付費負担金
106，保育所等安全対策支援事業補助金▲136，生産緑地
買取・活用支援補助金▲240，市町村土木補助▲252

65 財 産 収 入 265 0.2 128 0.1 137 107.2 不動産売払収入67，基金利子58，建物賃貸料13

70 寄 附 金 125 0.1 207 0.2 ▲ 82 ▲ 39.6 一般寄附金▲103，指定寄附金21

75 繰 入 金 3,242 2.8 4,442 3.9 ▲ 1,201 ▲ 27.0
用地特会▲663，財調▲599，職員退職▲67，介護特会
▲26，コロナ基金27，公共施設100

80 繰 越 金 5,260 4.6 5,958 5.3 ▲ 698 ▲ 11.7

85 諸 収 入 906 0.8 780 0.7 127 16.3
国・都支出金過年度収入47，道路復旧監督事務負担金
22，資源物売払17，都道拡幅物件補償料▲12

90 市 債 2,649 2.3 3,003 2.7 ▲ 354 ▲ 11.8
第七機動隊跡地整備▲331，小・中学校校舎等整備
▲311，市庁舎整備114，生活道路等整備230

※表示単位未満を四捨五入しています。総額が百万円未満の場合は，小数点表示をしています。

区　　分 主 な 増 減 内 容増減額 増減率
6年度 5年度

決算額 構成比 決算額 構成比

合  計 109,405 100.0 107,844 100.0 1,561 1.4

議 会 費 510 0.5 506 0.5 4 0.9 議員期末手当4，議員共済会負担金▲4

総 務 費 14,542 13.3 13,835 12.8 707 5.1

定額減税補足給付金事業費1261，財調積立476，一般
職退職手当381，事務補助員勤勉手当117，一般職共済
費101，公共施設等用地取得費▲583，公共基金積立
▲694，市庁舎基金積立▲897

民 生 費 57,306 52.4 56,768 52.6 538 0.9

物価高騰対策給付金事業費719，私立保育所運営委託料
684，児童手当554，障害者福祉サービス費540，介護
特会繰出金265，社会福祉事業団貸付金250，国保特会
繰出金242，まなびや国領業務委託料179，国領７丁目
障害者施設開設準備費▲347，低所得世帯支援給付金事
業費▲2349

衛 生 費 7,244 6.6 6,849 6.4 395 5.8

ふじみ衛生組合負担金299，国・都支出金過年度清算返
還金184，高齢者用定期予防接種費175，予防接種医薬
材料費125，資源物戸別収集運搬委託料123，出産・子
育て応援事業費▲84，新型コロナワクチン接種費▲642

労 働 費 51 0.0 48 0.0 3 6.7 一般職人件費3

農 業 費 118 0.1 131 0.1 ▲ 14 ▲ 10.3
市内農業者物価高騰支援事業費▲8，東京農地プロジェク
ト補助金▲7，農業振興計画改定業務委託料6

商 工 費 643 0.6 1,027 1.0 ▲ 384 ▲ 37.4
キャッシュレス決済促進事業▲285，市内事業者物価高
騰支援事業▲101，一般職人件費13

土 木 費 10,106 9.2 11,090 10.3 ▲ 984 ▲ 8.9

都市基盤基金積立金▲1214，都市計画道路整備費
▲576，鉄道敷地等整備費▲200，ふるさとのみどり基
金積立金▲137，生活道路新設・改良工事費98，生活道
路用地買収・補償費143，駅前広場等整備費170，下水
道事業会計繰出金200，受託道路事業費229

消 防 費 2,804 2.6 2,731 2.5 73 2.7
災害対策用車両購入費42，災害対策用備蓄品費36，消防
事務委託金33，防火貯水槽撤去工事費▲67

教 育 費 12,145 11.1 11,007 10.2 1,138 10.3

学校給食補助金862，小中学校設計委託料83，教育情報
等学校資源ネットワーク事業費61，給食調理業務等委託
料59，教科書・指導書購入費57，図書装備委託料52，
下布田遺跡整備費46，小中学校校舎設備整備工事費
▲100，総合体育館整備工事費▲121，八ヶ岳自然の家
施設改修工事費▲208

公 債 費 3,936 3.6 3,835 3.6 100 2.6
教育債元利償還83，総務債元利償還64，土木債元利償還
▲17，減税補填債元利償還▲40

諸 支 出 金 1 0.0 17.18 0.0 ▲ 16 ▲ 94.7 美術作品等取得基金繰出金▲16

※表示単位未満を四捨五入しています。総額が百万円未満の場合は小数点表示をしています。

主 な 増 減 内 容増減額 増減率区　　分
6年度 5年度

4 
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 令和 7 年度における前年度繰越金1活用計画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 繰越金とは･･･Ｎ－１年度からＮ年度に繰り越した金額であり，決算上の純剰余金である純繰越金（次年度の補正財源）と前年度か

ら繰り越された歳出予算の財源に充てるべき繰越金（繰越事業充当の財源）に区分されます。 

令和6年度の市税収入は，定額減税に伴う個人市民税の減があったものの，法人市民税や固定資産税

の増などにより，前年度と比較して６億円余の増（最終予算との比較では5億1000万円余の増）の総

額507億4000万円余となりました。一般会計の実質収支は39億8000万円余（5年度実質収支43億

4000万円余）を確保し，単年度収支は3億6000万円余のマイナス，実質単年度収支は9000万円余

のマイナスとなりました。 

市税収入については堅調に推移しているものの，物価高騰が継続するなど社会経済状況が先行き不透

明な中，市民生活支援に継続的に取り組む必要があります。また，引き続き，公共施設マネジメントや

都市基盤整備などの大きな財政需要も見込まれることから，この実質収支については，財政調整基金や

公共施設整備基金，都市基盤整備事業基金等の各種基金積立てに優先的に財源配分することとします。 

このため，繰越金活用可能額から，国・都支出金等の過年度返還金見込額や，市民生活支援など，対

応が必要な追加財政需要のほか，市内事業者の受注機会確保や発注時期の平準化につなげる公共建築物

維持保全工事の前倒し想定分などを差し引いた全額を基金に積み立てます。想定分を上回る追加財政需

要については，歳入確保・経費縮減の取組（歳入増額，歳出減額）や財政調整基金からの繰入金等で対

応します。 

※令和６年度寄附金の積み残し分を含む 

令和6年度決算剰余金(単位：千円）

歳　　入 予算・決算額 歳　　出 予算・決算額
最終予算額 115,468,856 最終予算額 115,468,856

歳入決算額 113,895,261 歳出決算額 109,405,333

収入率 98.64% 執行率 94.75%

歳入比較額　a ▲ 1,573,595 歳出比較額　b 6,063,523
参考

4,489,928 標準財政規模

504,127 55,492,071

3,985,801 実質収支比率 7.2%
500,000 予算規模比率 3.5%

3,485,801 ※6年度 3,847,252

※5年度 4,149,903

形式収支c(a+b)

繰越事業費充当繰越金ｄ
実質収支e(c-d)

7年度繰越金予算計上額ｆ

7年度実質活用可能額e-ｆ

7年度実質活用可能額Ｚ 3,485,801

単位：千円

特別会計繰入金 162,000 追加財政需要額 1,650,000
 国民健康保険事業会計 67,000 ＜支払内容＞

 介護保険事業会計 62,000 国･都支出金等返還金 800,000

 後期高齢者医療特別会計 33,000

合計　Ａ 162,000 合計　Ｂ 1,650,000

繰越金優先活用額

基金積立目途額 1,997,801 Ｚ+A-B

財政調整基金 300,000 令和7年度末想定50.1億円

公共施設整備基金 977,801 令和7年度末想定121.1億円

都市基盤整備事業基金 340,000 令和7年度末想定35.5億円

ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金 150,000 令和7年度末想定19.0億円

子ども・若者基金 30,000 令和7年度末想定3.1億円

市庁舎整備基金 200,000 令和7年度末想定14.1億円

歳入補正見込み 歳出補正見込み

市民生活支援
市内事業者受注機会確保
その他追加財政需要等

850,000
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◆ 基 金（繰越金活用計画額を加算した令和 7 年度末残高見込み） 

1 基金の状況（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 基金の推移（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5年度

残高 積立 取崩し 残高 積立 取崩し 残高

合　　計 25,567 3,283 3,007 25,843 2,615 2,811 25,647

5,227 1,079 808 5,497 317 800 5,015

44 0.1 0 44 0.2 0 44

20,297 2,204 2,200 20,302 2,298 2,011 20,589

公共施設整備基金 11,672 1,350 1,000 12,023 1,018 930 12,110

都市基盤整備事業基金 4,055 323 522 3,856 364 670 3,551

井上欣一社会福祉事業基金 1,085 85 250 921 284 45 1,159

国際交流平和基金 165 0.8 11 155 1 14 141

子ども・若者基金 329 45 38 335 31 52 314

職員退職手当基金 9 0.02 0 9 0.03 0 9

ふるさとのみどりと環境を
守り育てる基金

1,923 297 320 1,900 297 299 1,897

新型コロナウイルス感染症
対策基金

59 0.3 59 0

市庁舎整備基金 1,000 103 0 1,103 304 0 1,407

特定目的基金

区　　分
6年度 7年度（見込み）

財政調整基金

減債基金

※令和6年度までは決算額，令和7年度は見込額（繰越金活用計画額を加算，利子積立て含む）
※表示単位未満を四捨五入していますので，合計値と合わない場合があります。

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

4,828 2,845 3,901 3,736 2,924 4,746 5,286 5,755 3,283 2,615

財政調整基金 478 1,038 632 1,981 1,304 1,703 902 603 1,079 317

2,045 1,767 4,408 2,467 2,714 2,259 2,805 3,531 3,007 2,811

財政調整基金 630 470 2,732 642 1,066 802 950 1,406 808 800

（当初予算分） (630) (470) (1,332) (570) (600) (1,100) (950) (1,400) (800) (800)

16,324 17,403 16,896 18,166 18,375 20,862 23,343 25,567 25,843 25,647

財政調整基金 5,133 5,701 3,601 4,940 5,177 6,078 6,030 5,227 5,497 5,015

※令和6年度までは決算額，令和7年度は見込額（繰越金活用計画額を加算）

区　分

積 立 額

繰 入 額

残 高

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

24,000

27,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

単位：百万円基金残高等の推移

積立額（左軸）

繰入額（左軸）

残高（右軸）
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◆参考 基 金（令和6年度繰越金活用計画に対する実績） 

1 基金の状況（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
◆参考 基 金（令和 7 年度当初予算時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4年度

残高 積立 取崩し 残高
Ａその他

積立
Ｂ繰越金
活用積立

取崩し 残高

合　　計 23,343 5,755 3,531 25,567 1,396 1,887 3,007 25,843

財政調整基金 6,030 603 1,406 5,227 499 580 808 5,497

減債基金 44 0.004 0 44 0.105 0 0 44

特定目的基金 17,269 5,153 2,125 20,297 897 1,307 2,200 20,302

公共施設整備基金 10,528 2,044 900 11,672 531 819 1,000 12,023

都市基盤整備事業基金 3,019 1,537 500 4,055 43 280 522 3,856

井上欣一社会福祉事業基金 1,277 82 273 1,085 85 0 250 921

国際交流平和基金 172 0.2 8 165 0.8 0 11 155

子ども・若者基金 306 56 33 329 17 28 38 335

職員退職手当基金 76 0.05 67 9 0.02 0 0 9

ふるさとのみどりと
環境を守り育てる基金

1,802 434 312 1,923 117 180 320 1,900

新型コロナウイルス感染症
対策基金

90 0 32 59 0.3 0 59 0

市庁舎整備基金 1,000 0 1,000 103 0 0 1,103

区　　分

5年度 6年度（積立額はＡ＋Ｂの合計）

※令和6年度は繰越金活用計画に対する実績額を表示し，積立額はＡ＋Ｂの合計32億8000万円余

5年度

残高 積立 取崩し 残高 積立 取崩し 残高

合　　計 25,567 3,288 3,025 25,829 617 2,811 23,636

5,227 1,079 808 5,498 17 800 4,715

44 0.1 0 44 0.2 0 44

20,297 2,208 2,218 20,288 600 2,011 18,877

公共施設整備基金 11,672 1,350 1,000 12,022 40 930 11,132

都市基盤整備事業基金 4,055 327 522 3,861 24 670 3,215

井上欣一社会福祉事業基金 1,085 86 250 921 284 45 1,160

国際交流平和基金 165 1 11 155 1 14 141

子ども・若者基金 329 45 56 317 1 52 266

職員退職手当基金 9 0.02 0 9 0.03 0 9

ふるさとのみどりと環境を
守り育てる基金

1,923 297 320 1,900 147 299 1,747

新型コロナウイルス感染症
対策基金

59 0 59 0 0 0 0

市庁舎整備基金 1,000 103 0 1,103 104 0 1,207

減債基金

財政調整基金

6年度（見込み） 7年度（見込み）
区　　分

特定目的基金

※5年度は決算額，6年度は見込額，7年度は予算額。


